
 

平成28年度  

公共施設運営状況調査結果報告書 
～笑顔あふれる公共施設を次世代へ～ 

 

 本市の公共施設の多くは、昭和 50年代から平成にかけて整備されたものです。 

今後は、20 年ほどの間に多くの施設が更新時期を迎えるため、大規模改修や建て

替えの時期が集中してしまいます。 

また、少子高齢化や人口減少などにより、施設の利用状況の変化も予想されます。 

施設の実態をできる限り正確に把握し、持続可能なサービスを提供していくため、

公共施設の最適な配置を目指す  公共施設等総合管理計画」を平成 28年 3月に策定

しました。 

 計画に基づき、本市では毎年度、各施設の運営状況を集約し、その結果を公表する

とともに、そのデータを計画的な公共施設の再編・ 再整備のために活用していきます。 

 

１ 鹿沼市の公共施設の現状 
（１）施設分類別の保有割合 

 本市の公共施設は 305施設あり、総延べ床面積は約 43万㎡あります。 

 そのうち、小中学校等の・ 学校教育系施設」が約 43％を占め、次に・ 市営住宅」（15%）

が多い状況です。 
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（２）築年数 

 市の保有施設の多くが昭和 50 

年代から平成にかけて整備されて 

きました。 

平均築年数は、約 25年で、20 

年後には約９割の施設が築 30年 

を超えることになります。 

 老朽化対策として今後 20年で 

一斉に建替えや大規模改修が必要 

になってきます。 

 

分類 延床面積 

コミュニティセンター 集会施設 13,230.78 ㎡ 

学校教育系施設 187,407.53 ㎡ 

保健 福祉 子育て支援施設 20,039.17 ㎡ 

文化 芸術 スポーツ施設 47,454.29 ㎡ 

市営住宅 64,440.28 ㎡ 

観光 産業系施設 33,321.10 ㎡ 

庁舎 消防施設 40,103.78 ㎡ 

上下水 供給処理施設 26,210.74 ㎡ 

合計 432,207.67 ㎡ 
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（３）今後の更新見込み 

現在ある施設を、同じように建て替え又は修繕しようとすると、年平均で約 30 億

円の費用が見込まれます。これは、近年の施設整備・ 改修にかけた経費・（約 10億円/

年）の約 3倍となり、1年あたり約20億円が不足することになります。 

今後 20 年間で更新にかかるお金と、使えるお金のバランスをとろうとすると、約

400億円、面積にして27.4%相当の削減が必要になります。 

また、人口は、平成 47 年度には約 8.6 万人まで減少することが見込まれており、

それにともない税収も減少していくことが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 目的・目標 
将来にわたって市民に対する行政サービスの維持向上を図る管理手法として、経営

的な視点を導入し、市有施設の総合的な管理を推進します。 

これは、単に公共施設の廃止・ 縮小を推進するのではなく、中長期的な観点で効果

的・ 効率的に公共施設の整備・ 管理運営を行うことで、身の丈にあった公共施設の適

正配置を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①施設の効果的・効率的な配置 

②施設の長寿命化 

③管理や利用に関するデータの一元管理 

 

目 的 

☆維持管理費の削減     ☆施設の有効活用 

☆行政サービスの維持向上  ☆必要な施設の更新費用の確保 

目 標 
20 年間で 

延べ床面積 

２７.４％削減 
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（単位：億円） 

建て替え・改修の集中 

20年間の更新費用総額 約617億円 

20年間で更新に使える金額 約217億円 

鹿沼市の人口と公共施設の更新見込み 

9.9万人 8.6万人 



 

３ 平成28年度公共施設運営状況調査結果 
 本市では、全ての公共施設を対象とし、施設の築年数や延床面積などの建物の基礎

データ（ストック情報）のほか、維持管理費などの費用（コスト情報）、施設の利用

状況（サービス情報）といった３つの要素について定期的に調査を実施しています。 

 

（１）施設全体の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総延べ床面積の推移   単位：㎡ 

分類 H26 H28 

コミュニティセンター 集会施設 13,230.78 13,389.27 

学校教育系施設 187,407.53 188,683.31 

保健 福祉 子育て支援施設 19,950.17 21,000.03 

文化 芸術 スポーツ施設 47,454.29 47,454.29 

市営住宅 64,440.28 64,440.28 

観光 産業系施設 33,321.10 33,321.10 

庁舎 消防施設 40,103.78 40,186.88 

上下水 供給処理施設 26,200.74 27,430.53 

合計 432,108.67 435,905.69 

 

維持管理費の推移（全体）  単位：円 

項目 H26 H28 

人件費 2,002,405,000 1,939,265,250 

燃料費 104,522,279 70,944,504 

光熱水費 575,236,097 453,466,014 

修繕費 173,431,507 254,910,392 

火災保険料 8,960,449 9,913,965 

建物管理委託料 464,484,877 333,154,503 

指定管理委託料 981,990,767 969,112,767 

使用料及び賃借料 30,654,754 45,551,532 

負担金 5,565,550 5,736,898 

その他 201,281,856 249,868,335 

合計 4,548,533,136 4,331,924,160 
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鹿沼市の公共施設の総延床面積と維持管理費の推移

維持管理費 

約45億円/年    約43億円/年 

千万円 

千㎡ 

維持管理費のうち約4割が人件

費、次いで指定管理委託料、光熱

水費が高い割合です。 

平成 26年度と比べると、燃料

費や光熱水費が割合・ 金額ともに

大きく減少し、人件費も減少して

います。 

反面、修繕費が大きく増加して

います 

総延床面積は約3,800㎡増加

していますが、施設の維持管理費

用は、約 2億2千万円削減され

ました。 

 



 

（２）施設分類別の状況（維持管理費内訳） 

①コミュニティセンター・集会施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②学校教育系施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③保健・福祉・子育て支援施設 
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コミュニティセンター 集

会施設においては、維持管理

費のうち人件費が大半を占

めています。 

平成 26年度と比べると、

全体的に維持管理費が増加

しており、特に修繕費が 7

割増となっています。 

学校教育系施設において

は、人件費に次いで光熱水費

が高く、全施設分類で最も高

い割合です。 

平成 26年度と比べると、

全体的に維持管理費は減少

しています。 

人件費の減少のほか、燃料

費や光熱水費といった建物

自体に係る直接的な経費が

減少しています。 

保健・ 福祉・ 子育て支援施

設においては、人件費と指定

管理委託料の割合が高い状

況です。 

平成 26年度と比べると、

全体的に維持管理費は増加

しています。 

燃料費は大きく減少した

ものの、その他の経費が大幅

に増加しています。 



 

④文化・芸術・スポーツ施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤市営住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥観光・産業系施設 
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文化 芸術 スポーツ施設

においては、約 8 割を指定管

理委託料が占め、全施設分類

で最も高い割合です。 

平成 26年度と比べると、全

体的に維持管理費は減少して

います。 

割合としては低いものの、

燃料費、光熱水費はそれぞれ

約 2 割減っていますが、修繕

費が大きく増加しています。 

市営住宅においては、他の

施設分類と比較し、建物管理

委託料や修繕費の支出割合が

高い状況です。 

平成 26年度と比べると、全

体的に維持管理費が増加して

います。 

他の施設分類と異なり、燃

料費や光熱水費が約 5 割増加

しています。 

修繕費は、その他の施設分

類と同様に増加しています。 

観光 産業系施設において

は、指定管理委託料や建物管

理委託料の割合が高い状況で

す。 

平成 26年度と比べると、全

体的に維持管理費が減少して

います。 

特に燃料費等が大幅に減少

しています。 



 

⑦庁舎・消防施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧上下水・供給処理施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公有財産 利活用の取組事例 

市役所本庁舎では、庁内に広告付き

の・ 庁内案内板」や・ 窓口番号案内表

示システム」を設置しています。 

案内板等に表示される広告の収入

によって設置費用等がまかなわれて

いるため、市の財政負担なく導入する

ことができました。 

上）庁内案内板 

右）窓口番号案内表示システム 
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庁舎・ 消防施設においては、

維持管理費のうち人件費がほ

とんどを占めている状況で

す。 

平成 26年度と比べると、全

体的に維持管理費は減少して

います。 

燃料費、光熱水費がその他

の施設分類と同様に減少して

おり、使用料及び賃借料につ

いては、増加しています。 

上下水 供給処理施設にお

いては、光熱水費の割合が学

校教育系施設の次に高く、支

出額としては全施設分類中、

最も高くなっています。 

平成 26年度と比べると、全

体的に維持管理費は減少して

おり、特に燃料費、光熱水費

は、大幅な削減額となってい

ます。 

反面、修繕費については大

きく増加しています。 



 

（３）施設分類別の状況（建物劣化度） 

 建物躯体の劣化状況から簡易的に安全性を評価するため、主に建物の工事履歴をも

とに、 建物劣化度」の評価を行いました。 

 建物劣化度が 0に近いほど、経年によって劣化が進んでいると推察されます。 

 

①施設分類別の建物劣化度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②建物劣化度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物劣化度の求め方（概算式） 

建物劣化度  
╣▪╣ ╣●

╣▪
 

     Tn：耐用年数  T：経過年数 

     Tx：最近、大規模改修を行った時点での築年数 

 

例）40 年前に建設し、10年前・（30年経過時点）に大規模改修を行った建物・（RC造）の

場合 

  （50－40＋30）÷50=0.8（建物劣化度） 

 公共施設マネジメントのススメ」早稲田大学理工研叢書による 
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全体的に耐用年数を超過

している（劣化度 0 以下）

施設や耐用年数の半分を超

えている 劣化度・高」（劣

化度 0.5 以下）が多い状況

です。 

 保険 福祉 子育て支

援施設」は、木造が多く耐

用年数が低いため、劣化度

が高くなる傾向にありま

す。 

概ね耐用年数の半

分を超えている 劣

化度 高」（劣化度 0.5

以下）の割合が約

46％であり、すでに

耐用年数を超過して

いる建物（劣化度0

以下）とあわせ、約 8

割弱の建物の劣化が

かなり進んでいる状

況です。 
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４ これからの公共施設のあり方 
（１）基本方針 

現在と同規模同水準の施設を、今後も維持していくことは極めて困難な状況です。 

施設の老朽化対策を着実に推進し、変化する市民ニーズに対応できるよう、機能見

直しや充実、総量抑制、維持管理費削減に取り組むため、次の公共施設適正配置の基

本方針を定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これからの公共施設のあり方については、単純な施設の削減ではなく、どうすれば

良い施設になるのか等の視点も含めて、市民の皆様と話し合いながら、施設の改善 

適正配置を進めていく予定です。 

施設の効果的 効率的な活用策について、皆様の声をお聴かせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画や鹿沼市の取り組みについて詳しく知りたい方は、 

公共施設活用課へお問い合わせください。 

鹿沼市 財務部 公共施設活用課 ☎０２８９－６３－２１５２ 

✉kokyoshisetsu@city.kanuma.lg.jp 

①新しい施設の整備は原則行わない 

原則として、新たな施設は基本的に抑制します。整備する場合は、施設

全体の機能等を精査しながら、総量抑制を推進します。 

② 施設」の維持から 機能」の維持へ 

現在ある施設の更新は、単純に 施設を維持」するのではなく、その施

設の 機能を維持」できるよう、統廃合 複合化等の検討を行います。 

③民間のチカラを活用する 

全ての施設について、PPP/PFI や指定管理者制度など、民間活力の導入

の検討を進め、PFI 導入のための指針の策定を進めます。 

④市民とのコミュニケーションを重視する 

単純に施設削減を進めるのではなく、施設配置について、公共性や必要

性、市民ニーズなど多角的な検証を行うとともに、市民との議論 対話を

重視して推進します。 

基本方針 


